
北陸の米をめぐる事情

令和５年３月

北陸農政局

生産部 生産振興課



Ⅰ. 北陸(農地(水田＋畑))

１



１.北陸管内の耕地面積及び水稲割合(令和４年産)

○ 令和４年度の北陸管内の耕地面積(田本地)は、２７万４千ha、そのうち約8割が全水稲作付面積(２０万９千ha)。

〇 全国の耕地面積の割合は田(54%):畑(46%)に対して、北陸は田(89%):畑(11%)と田が9割を占めている。

２
※1:農林水産統計における水田
※2:検査米は農産物検査成績(R4.12月末公表)

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計
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令和４年度の耕地面積(田・畑)
（千ha）

畑 32千ha(10%)

5.5 ： 4.5 9 ： 1

北陸管内 (単位:千ha)

令和４年 令和４年

〇戦略作物等面積

耕地面積(田)※1　274千ha(100%)

〇水稲作付面積(ha)

作付面積(青刈り面積含む)　209.9千ha(77%)

作付面積(子実用)　198.2千ha(94%)

検査米※２ (783.8千トン)(69%) 未検査米等(31%)

主食用米　174千ha(83%)
加工用米等
　36千ha

(17%)

〇米穀検査(㌧)

調整水田等不作付地戦略作物等

20千ha(7%)

※戦略作物等面積は基幹作のみ

戦略作物計(20千ha)(7%)

麦(9千ha) 大豆(9千ha)
そば

(1.6千
ha)

飼料作物

(0.6千ha)



３

新潟県

富山県

(単位:千ha)

(単位:千ha)

〇戦略作物等面積

〇米穀検査(㌧)

未検査米等(37%)検査米(134千トン)(63%)

作付面積(子実用)　35.5千ha(93%)

耕地面積(田本地)　55.2千ha(100%)

〇水稲作付面積(ha)

主食用米　31.3千ha(82%) 加工用米等　6.8千ha
(18%)

作付面積(青刈り面積含む)　38.1千ha(69%)
調整水田等不作付地

なたね

(13ha)

戦略作物等計(7.3千ha)(13%)

麦(３千ha) 大豆(3.8千ha)

飼料
作物
(0.3
千
ha)

そば
(0.2
千
ha)

戦略作物等

7.3千ha(13%)

〇戦略作物等面積

〇米穀検査(㌧)

検査米(477千トン)(72%) 未検査米等(28%)

耕地面積(田本地)　149千ha(100%)

〇水稲作付面積(ha)

主食用米　99千ha(83%) 加工用米等　21千ha
(17%)

作付面積(青刈り面積含む)　121.1千ha(81%)

作付面積(子実用)　116千ha(96%)
調整水田等不作付地

戦略作物計(5.1千ha)(3%)

麦
(125
ha)

大豆(3.9千ha)
飼料作
物(0.3
千ha)

そば
(0.8千ha)

戦略作物等

5.1千ha(3%)



４

(単位:千ha)
石川県

福井県

〇戦略作物等面積

耕地面積(田本地)　36.1千ha(100%)

〇水稲作付面積(ha)

作付面積(青刈り面積含む)　25.7千ha(71%)

作付面積(子実用)　23.5千ha(91%)

〇米穀検査(㌧)

加工用米等
4.1千ha
(16%)

主食用米　21.6千ha(84%)

未検査米等(37%)検査米(84千トン)(63%)

調整水田等

不作付地
戦略作物等

5.6千ha(16%)

大豆
(0.1
千
ha)

そば
(0.5千
ha)

麦(5千ha)

戦略作物計(5.6千ha)(16%)

飼料作物

(45ha)

〇戦略作物等面積

未検査米等(33%)検査米(88千トン)(67%)

〇米穀検査(㌧)

耕地面積(田本地)　33.6千ha(100%)

〇水稲作付面積(ha)

主食用米　20.7千ha(83%)
加工用米等 4.2千ha

(17%)

作付面積(青刈り面積含む)　24.9千ha(74%)

作付面積(子実用)　23.1千ha(93%)

調整水田等不

作付地

戦略作物

等2.2千

ha(7%)

戦略作物計(2.2千ha)(7%)

麦(千ha) 大豆(0.9千ha)
そば
(164ha

)

飼料作物

(25ha)
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２.北陸管内における品種内訳

○ 品種内訳は、コシヒカリの割合が最も大きい。しかし、この10年間で、コシヒカリの作付シェアは減少し、その他品種の
割合が増加し、品種の多様化が進んでいる。

〇 各県のブランド米である新之助(新潟県)、富富富(富山県)、ひゃくまん穀(石川県)、いちほまれ(福井県)が導入され、作
付面積の拡大に取組中である。

５

平成２３年産米品種
内訳(北陸)令和４年産米の品種内訳(北陸)

令和４年産米品種
内訳(北陸)

(注):品種別の作付割合は農産物検査(R4.12.31現在)から推計。

富山県
４年産作付
38,100ha

石川県
４年産作付
24,900ha

福井県
４年産作付
25,700ha



Ⅱ. 農業経営体と規模

６
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３.センサスにみる農業経営体数の動向

〇農業経営体数及び個人経営体数の推移
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７

〇北陸では7.6万経営体で、12.9万経営体から約５万経営体に減少(▲約41%)しており、全国に比べ北陸の減少率が大きい。

(参考)令和２年の全国の農業経営体数は107.6万経営体で、１０年前の167.9万経営体から約60万経営体の減少(▲36%) 。



４.センサスにみる経営規模別面積シェアの変遷（北陸① ）

○ 北陸管内の2020年センサスでは、５ha以上層の経営規模別面積シェアが約６割。25年前（1995年）と比較し６倍以上
となり、100haを超えるメガファームも育ってきている。

○ また、北陸の米生産費（５ha以上）については、全国（５ha以上）を６％上回っているが、大規模法人においては米の
生産費が１万円を切る経営も行われている。

８
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資料：農林業センサス
注：四捨五入により計が合わない場合がある。

４.センサスにみる経営規模別面積シェアの変遷（北陸② ）

９
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単位 ： 円/60㎏

費用合計 副産物価格 支払利子・地代等 全算入生産費

労働費 ① ② ③ ④=①-②+③

全 国 5.0ha以上 2,611 9,843 356 2,171 11,658

北 陸 5.0ha以上 2,349 10,065 263 2,629 12,431

資料：農林業センサス

令和元年産 米生産費（個別経営）



Ⅲ. 農業産出額とコメ価格

１０



５.県別農業産出額(上位１０品目)

○ 北陸の農業産出額は、４県とも１位は米で全体の約半分を占め、２位は鶏卵。

○ 北陸の各県１位の市町村は、新潟県は新潟市、富山県は富山市、石川県は金沢市、福井県は坂井市。

１１

農産物 産出額(億円) 構成比(%) 農産物 産出額(億円) 構成比(%) 農産物 産出額(億円) 構成比(%) 農産物 産出額(億円) 構成比(%)

計 2,269 100.0 計 545 100.0 計 480 100.0 計 394 100.0

１位 米 1252 55.2 米 353 64.8 米 226 47.1 米 226 57.4

２位 鶏卵 197 8.7 鶏卵 37 6.8 鶏卵 42 8.8 鶏卵 30 7.6

３位 豚 134 5.9 豚 18 3.3 生乳 22 4.6 トマト 11 2.8

４位 生乳 50 2.2 生乳 14 2.6 すいか 21 4.4 すいか 8 2.0

５位 ひな 45 2.0 肉用牛 12 2.2 ぶどう 17 3.5 肉用牛 8 2.0

６位 肉用牛 37 1.6 大豆 11 2.0 肉用牛 14 2.9 生乳 8 2.0

７位 すいか 29 1.3 トマト 8 1.5 豚 14 2.9 さといも 6 1.5

８位 ゆり 29 1.3 日本なし 8 1.5 かんしょ 11 2.3 ねぎ 6 1.5

９位 だいこん 29 1.3 たまねぎ 7 1.3 トマト 9 1.9 レタス 6 1.5

１０位 トマト 27 1.2 ねぎ 6 1.1 日本なし 8 1.7 六条大麦 5 1.3

注:「ひな」は他都道府県販売、「ゆり」は切り花である。

県別農業産出額の順位と構成割合(令和３年)

新　　潟 富　　山 石　　川 福　　井



○ 令和３年の北陸の農業総産出額は3,687億円で、そのうち米が56％。昭和59年のピーク時に比べ、
全国が24％の減少に対して、北陸は50％の減少。

農業産出額の推移

米
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その他
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← 1,087億円
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7,426億円
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○ 令和３年の新潟県の農業産出額は2,269億円で、平成６年のピーク時に比べ46％減少して
いる。特に米は58％減少しているが、畜産は12％増加している。

○ 富山県の農業産出額は545億円で、昭和59年のピーク時に比べ60％減少している。特に米
は65％減少している。

北陸管内県別農業産出額の推移

県別農業産出額の推移
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北陸管内県別農業産出額の推移（２）

県別農業産出額の推移
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○ 石川県の農業産出額は480億円で、昭和59年のピーク時に比べ57％減少している。特に米
は66％減少している。

○ 福井県の農業産出額は394億円で、昭和59年のピーク時に比べ54％減少している。特に米
は65％減少しているが、野菜は16％増加している。

１４



   資料：農林水産省調べ

   注１：運賃、包装代、消費税相当額(平成26年３月までは５％、元年9月までは８％、元年10月以降は10％、ただし軽減税率対象は８％)を含む１等米の価格である。

     ２：グラフの左側は各年産の通年平均価格（当該年産の出回りから翌年10月（4年産は令和５年１月）まで、４年産は速報値）、右側は月ごとの価格の推移。
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13,329 13,265 13,209

13,263

14,342 14,307 14,350 14,315 14,366 14,319 14,307
14,379 14,455

14,442
14,469 14,458

15,526

15,501 15,534 15,624 15,596 15,729

15,673

15,779

15,735 15,692

15,666 15,683

15,763 15,707
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15,696 15,709
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15,732
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15,716 15,706

15,819 15,733
15,690

15,745 15,824

15,773 15,749
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15,777

15,642

15,556 15,531
15,143

15,065 15,010

14,896 14,903
14,844

14,740
14,732

14,611

14,225
14,057

13,830

13,255
13,120

13,024

12,973
12,884 12,853
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12,702 12,618 12,593
12,714

13,961
13,898 13,899 13,920 13,946

11,500

12,500

13,500

14,500

15,500

16,500

17,500

当年
9月 10月 11月 12月

翌年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

２年産（14,529円）

４年産（13,908円）

月 別 価 格
年産平均価格

（円/玄米60kg）

相対取引価格の推移（税込）
（全銘柄平均価格）

26年産(11,967円)

22年産(12,711円)

27年産(13,175円)

28年産(14,307円)

25年産(14,341円)

23年産(15,215円)

24年産(16,501円)

29年産(15,595円)

30年産（15,688円）

元年産（15,716円）

３年産（12,804円）

７.相対取引価格の推移（平成22年産～令和４年産）

○ 令和４年産米の令和５年１月の相対取引価格は、全銘柄平均で前月差＋26円の13,946円/60kg
となり、出回りからの年産平均価格は前年産＋1,104円の13,908円/60kgとなったところ。

資料：農林水産省「米穀の取引に関する報告」
注１：運賃、包装代、消費税相当額(平成26年３月までは５％、元年９月までは８％、元年10月以降は10％、ただし軽減税率対象は８％)を含む１等米の価格である。
２：グラフの左側は各年産の通年平均価格（当該年産の出回りから翌年10月まで（４年産は出回り～令和５年１月までの速報値））、右側は月ごとの価格の推移。 15



８.令和３年産米（コシヒカリ）の相対取引価格の推移

資料：農林水産省「令和3年産米の相対取引価格・数量」
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Ⅳ. 経営所得安定対策と水田活用交付金

１８



図－２ 水田活用の直接支払交付金の申請面積

○ 北陸管内の経営所得安定対策に加入している水田面積（本地）26万1,100haのうち、主食用作付面積は7割を占める（図－１）

〇 水田活用の直接支払交付金の申請面積は、２万4,614ha（対水田９%）（図－2）

１０－１.令和４年度の経営所得安定対策等の対象農地

１９

水田活用の直接支払交付

金の作付計画面積（戦略作

物）（R4年度）

24,614ha(9%)

主食用作付面積

173,500ha

67%

その他

62,986ha

24%

北陸（R4）
水田面積（本地）

261,100ha
100%

※その他とは、主に不作付地、備蓄米、野菜等である。

図－１ 水田面積（本地）

単位：ha

新潟県

10,345ha

42%

富山県

6,120ha

25%

石川県

3,107ha

13%

福井県

5,042ha

20%

北陸（R4）
24,614ha

100%

単位：ha



令和４年度(産)の対策別加入申請状況結果

単位：件、㏊

・北陸の令和４年度(産)の加入申請者数は、水田活用の直接支払交付金が約2.3万件、畑作物の直接支払交付金（ゲ
タ対策）が約３千件、米・畑作物の収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）が約１万件。
・このうち、ナラシ対策では、新潟県が約８割を占める。
・作物別申請面積では、ゲタ対策で六条大麦、大豆が４割ずつ。ナラシ対策では、米が約９割。

資料：令和４年度(産)の経営所得安定対策等の加入申請状況について（確定値）より

申請件数
作付計画

面積
申請件数

作付計画
面積

申請件数 申請面積

新潟県 12,998 10,345 1,187 5,288 7,800 42,328

富山県 3,198 6,120 765 8,033 880 18,082

石川県 3,167 3,107 412 3,518 1,025 9,897

福井県 3,360 5,042 718 10,052 382 6,276

計 22,723 24,614 3,082 26,891 10,087 76,584

水田活用の直接
支払交付金

ゲタ対策 ナラシ対策

令和４年度(産)の対策別作物別申請面積割合（北陸）

六条大麦
36.3

小麦等
1.4

大豆
42.7

そば
19.5

ゲタ対策

米
85.5

麦
6.8

大豆
7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ナラシ対策

麦
18.2

大豆
13.4

飼料作物
2.6

新規需要米
60.1

加工用米
5.7

水田活用

77.3

38.5

新潟県
57.2

8.7

24.8

富山県
14.1

10.2

13.4

石川県
13.9

3.8

23.3

福井県
14.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ナラシ対策

ゲタ対策

水田活用

令和４年度(産)の対策別申請件数の割合

(北陸４県)

55.3

19.7

新潟県
42.0

23.6

29.9

富山県
24.9

12.9

13.1

石川県
12.6

8.2

37.4

福井県
20.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ナラシ対策

ゲタ対策

水田活用

令和４年度(産)の対策別申請(作付面積)面積の割合

(北陸４県)

１０－２.令和４年度の経営所得安定対策等の加入申請状況
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・北陸の令和３年度の畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）の支払額は、６４．９億円で、前年度と比べて０．６億円増加。
北陸管内の支払額で富山県、福井県が各３割を占める。
・また、水田活用の直接支払交付金の支払額は、242．6億円で、前年度と比べて33．3億円増加。
北陸管内の支払額で新潟県が約５割を占める。

新潟県
(17.8)

富山県
(30.8)

石川県
(12.6)

福井県
(38.8)

令和３年度の水田活用の直接支払交付金
の支払額の前年度比較（北陸４県）

84.3

59.8

21.6

43.6

110.6
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30.5
43.1

0

20

40
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100

120

新潟県 富山県 石川県 福井県

令和２年度 令和３年度

（億円）

11.4

19.8

8.1

24.9

13.6

21.2

7.9

22.2

0

5

10

15

20

25

30

新潟県 富山県 石川県 福井県

令和２年度 令和３年度

（億円）

令和３年度の畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）
の支払額の前年度比較（北陸４県）

新潟県
(45.6)

富山県
(24.1)

石川県
(12.6)

福井県
(17.8)

北陸
242.6
億円
（100%）

新潟県
(21.0)

富山県
(32.7)石川県

(12.2)

福井県
(34.2) 北陸

64.9
億円
（100%）

令和３年度の水田活用の直接支払交付金
の支払額県別割合（北陸、242.6億円）

令和３年度の畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）
の支払額県別割合（北陸、64.9億円）

資料：令和３年度の経営所得安定対策等の支払実績（令和４年９月１５日公表）より

１０－３.令和３年度の経営所得安定対策等の支払実績状況

２１



１０－４.令和５年産に向けた水田農業の取組方針

産地によっては次のような課題があったの
ではないか。

作付転換の検討を始める時期が遅れ、作付
転換に必要な種もみ等の準備が間に合わな
かった。

定着していた麦や大豆が減少し、取り組み
やすい一般品種での飼料用米への転換が増
えた。

転換作物が定着しているほ場において、連作
障害が発生してしまっている。あくまで一時的
な作付転換で、今後主食用米に戻ってしまう
可能性もあり、産地として作付転換が定着で
きていない。

古米の在庫が重いなか、４年産の契約が思
うように進んでおらず、主食用米の在庫解消
の見通しが立っていない。

令和４年産における課題

産地ごとに、どのような課題があったかを
確認することが必要

産地ごとに４年産の課題を振り返り、５年産
にむけて、以下の点を確認しましょう。

① 生産者がどの作物に転換するかを幅広く検
討できるよう、作付転換の検討を早い時期か
ら開始しましょう。

② 麦・大豆・野菜などの定着性・収益性の高い
品目、輸出用米など需要増が見込まれる品目
への転換をまずは検討しましょう。飼料用米
や米粉用米に取り組む場合は、需要に応じた
生産に対応するため、多収品種や専用品種
で取り組むことを検討しましょう。

③ その際、転換作物が定着している水田は、畑
地化することを検討しましょう。一方、水田とし
て利用する場合は、連作障害回避のためにブ
ロックローテーションを行いましょう。

④ 在庫の状況や中長期的にどのような産地を
目指すのかを関係者間で共有し、主食用米に
後戻りしない作付転換を計画的に進めていき
ましょう。

令和５年産に向けた取組方針

産地ごとにしっかり取り組むことで、需要
に応じた生産を実現 22



１０－５.水田活用の直接支払交付金の交付対象水田の見直しについて

○ H28.4 予算執行調査の開始

○ H28.6 予算執行調査の結果公表

・ 現況として米の生産ができない農地や米以外の生産が継続している農地を、交付対象から除外すべき
・ そのため、除外すべき基準を明確で具体的なものとし、各協議会で厳正な運用が行われるようにすべき

○ H29.1 H29年度における見直し

・ 交付対象水田から除く農地の基準を設定
① 湛水設備（畦畔等）を有しない農地
② 用水供給設備を有しない農地、又は、土地改良区内にあっては賦課金が支払われていない農地

⇒ 要綱に反映（H29.4月1日付け政策統括官通知）

○ R4年度に向けた方針

・ 現行ルールの再徹底
・ 転換作物が固定化している水田の畑地化を促すとともに、水稲と転換作物とのブロックローテーション
体系の再構築を促すため、現場の課題を検証しつつ、今後５年間（R4～R8）に一度も水張が行われない農
地は交付対象水田としない方針

畦畔

（けいはん）

交付対象となっていた水田
（畦畔はない）

２３



１０－６.水田活用の直接支払交付金の交付対象水田(5年水張りルールの具体化)

１．交付対象水田の整理・更新

地域農業再生協議会は、毎年７月１日現在で、水田
活用直接支払交付金の交付対象とする農地（交付対象
水田）を明確にした水田台帳等を整理する。

２．交付対象水田の範囲

前年度に交付対象水田としたものから、以下に該当
するものを除く。

・現況において非農地に転用された土地

・３年間連続して作物の作付けが行われていない農地

・畑地化し水田機能を喪失する等水稲の作付けが困難
な農地として、次にいずれかに該当するもの

①たん水設備（畦畔等）を有しない農地

②用水供給設備（用水路等）を有しない農地

・５年間に一度も水張り（水稲作付）※が行われてい
ない農地

〔目的〕
・転換作物が固定化している水田は、畑地化を促す
・水田機能を有する農地において転換作物の生産を行う場合
は、ブロックローテーション体系の再構築を促す

・５年間に一度も水張りが行われていない農地は交付対象
としない

交付対象水田の現行ルール
（要綱の抜粋）

５年水張りルールの具体化

・ただし、以下に該当するものは、５年間に一度も水張りが
行われない場合であっても交付対象水田から除外しない。

① 災害復旧に関連する事業が実施されている場合

② 基盤整備に関連する事業が実施されている場合

※ ①、②のいずれの場合も、過去の作付けの実績及び将来の作付計画
等から、確実に水張りを行うことが確認できる場合は、交付対象とす
る。

・水張りは、水稲作付けにより確認することを基本とする。

・ただし、以下のすべてに該当する場合は水張りを行ったと
みなす。

① 湛水管理を１か月以上行う

② 連作障害による収量低下が発生していない

※ 「今後５年間に一度も水張り、すなわち水稲の作付けが行われな
い農地は交付の対象としない。」

（令和３年12月22日 (参)農林水産委員会において金子大臣答弁）

〔令和３年12月に決定した方針〕

※ ５年を超える間隔でブロックローテーションに取り組んで
いるケースについては、実例の検証を継続。

24

〔令和４年秋に具体化された内容〕



10-７.水稲作付以外による水張りの「一定期間」の考え方について（連作障害軽減の観点）

○ 湛水処理による畑地における試験研究成果の例（カッコ内は試験地）

○ 同一作物の作付頻度が増加すると、病害虫の多発による収量・品質の低下などの「連作障害」が発生。

○ 田畑輪換によって畑地雑草及び畑作物の病害虫被害が大幅に軽減されることが知られているが、一定期間の湛水処
理にも同様の効果が期待できる場合がある。

○ 湛水処理に必要な期間は、対象とする作物、対象病害虫、土壌条件や処理を行う地温・水温、季節によっても異な
るが、過去の試験研究成果によれば、１～４か月程度の湛水を行うことで効果があったという研究事例がある。

・コムギ立枯病に関する研究①（茨城県）

立枯病防除のためには、夏期に40日から80日程度の
連続湛水が必要であり、湛水が不完全であると圃場内
の発病域が拡散される可能性が示唆された。
出典：「圃場の湛水によるコムギ立枯病防除効果」茨城県病害虫研究会報（1993）

・コムギ立枯病に関する研究②（北海道）

立枯病防除のためには、少なくとも20日以上、激発
畑では30日程度の夏期の湛水により被害が軽減し
た。
出典：「小麦立枯病の発生生態解明と防除法確立試験」北海道北見農試病中予察科（1988）

・ダイズシストセンチュウに関する研究（秋田県）

５～９月の４ヶ月間の湛水により単年でもシストセ
ンチュウの密度低下に有効な効果が認められた。
出典：「ダイズシストセンチュウ汚染土壌への湛水処理並びに堆肥施用が大豆品種の生育・収

量に及ぼす影響」日作東北支部報（1983）、東北農業試験場、農業研究センター

6～7月の２ヶ月間の単年の湛水であってもシストセ
ンチュウの密度低下が低下し、３か月程度の累年の湛
水により防除に極めて有効な効果が認められた。
出典：「ダイズシストセンチュウの動態に対する累年湛水処理の影響」日作東北支部報

（1987）、東北農業試験場、農業研究センター

・ダイズ白絹病に関する研究（広島県）

ダイズ播種前（６月下旬）に１ヶ月間湛水を行うこ
とで、白絹病の発生を抑制できることが確認された。
出典：「短期湛水処理によるダイズ白絹病の発生制御法の開発」近畿中国四国農業研究セン

ター（1998）
○移植栽培の湛水状況のイメージ

５月の田植えから９月上旬の落水まで約４か月間湛水

５月 ６月 ７月 ８月 ９月４月

中干し 間断灌漑 落水田植え


ਜ਼

出穂期

代かき
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Ⅴ. 輸出用米の取組

２６



出典：H26～R3は新規需要米生産集出荷数量(公表値)。R4は取組計画認定状況(公表値)から作成

１１.北陸管内の輸出用米の生産量及び全国に占める割合

○ 管内の輸出用米生産は令和３年産の計画では、１１，３０９トンである。年により変
動はあるものの、平成３０年産と比較すると約１．５倍と拡大傾向にある。

一方、全国の輸出用米生産に占める北陸の割合は、令和4年産では約２８％にと
どまっている。

トン ％

２７
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2,034 

226 
738 
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(参考１) 水田における作付意向(令和５年１月末時点)
(参考２) 令和４年産水稲の作付面積及び収穫量
(参考３) 水稲面積のうち非主食用米が占める割合
(参考４) 令和４年産の水田における北陸管内の作付状況
(参考５) 主食用米の販売価格の動向(H2～R4年産)
(参考６) 産地別民間在庫の状況(令和５年１月時点)
(参考７) うるち米の民間在庫(出荷+販売段階)の推移

２８

(参 考)



【令和５年産米等の作付意向（前年産実績との比較、令和５年１月末時点）】

・ ４年産実績との比較による各都道府県の主食用米の作付意向は、１月末時点では、減少傾向12県、前年並
み35県、増加傾向０県。

・ 戦略作物については、麦、大豆で「前年より増加傾向」としている県が多い一方、飼料用米や加工用米で
は「前年並み」としている県が多い。

・ 農林水産省としては、各産地・生産者が、今回の公表結果を参考にして、需要に応じた生産・販売に向け
た取組をより一層進めていくよう促していく。

注１：令和５年産の意向（増加傾向、前年並み傾向、減少傾向）は、４年産実績との比較。
２：比較している主食用米の４年産実績は、令和４年12月統計部公表の主食用作付面積。
３：加工用米、新市場開拓用米、米粉用米、飼料用米、WCS用稲の４年産実績は、取組計画認定面積。
４：麦・大豆の４年産実績は、地方農政局等が都道府県再生協議会等に聞き取った面積（基幹作）。
５：備蓄米の４年産実績は、地域農業再生協議会が把握した面積。

(参考１)水田における作付意向について（令和５年産第１回中間的取組状況（令和５年１月末時点））①

加工用米 新市場
開拓用米

（輸出用米等）

米粉用米 飼料用米 WCS用稲 麦 大豆

15県 18県 16県 11県 20県 23県 16県 6県

［16県］ ［20県］ ［22県］ ［32県］ ［17県］ ［24県］ ［24県］ ［7県］

27県 18県 24県 25県 21県 14県 15県 22県

［21県］ ［11県］ ［18県］ ［13県］ ［26県］ ［12県］ ［13県］ ［18県］

［7県］

3県 5県 10県 4県 8県 14県

［5県］ ［0県］ ［2県］ ［9県］ ［8県］

2県

主食用米

戦略作物

備蓄米

前年より
増加傾向

0県

［0県］

前年並み

35県

［25県］

前年より
減少傾向

12県 5県

［22県］ ［7県］ ［7県］

稲発酵粗

飼料用稲

下段［ ］は前年同時期の作付意向
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水田における作付意向について（令和５年産第１回中間的取組状況（令和５年１月末時点））②

（ha）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

全国計 125.1万 49,785   7,248     8,403 142,055  48,404   106,275  88,568   36,479   

北海道 82,500 → 6,804 ↗ 1,359 ↘ 92 ↗ 7,094 → 900 ↗ 37,248 ↘ 19,246 ↘ 2,707 ↘

青 森 33,900 → 924 ↗ 293 ↗ 6 ↗ 9,085 ↘ 767 ↗ 554 ↗ 4,758 ↗ 4,513 ↗

岩 手 43,700 ↘ 1,361 ↗ 345 → 76 ↘ 5,830 ↗ 2,234 ↗ 3,325 ↗ 4,073 → 653 ↘

宮 城 57,000 → 653 → 727 ↗ 155 ↗ 10,416 ↘ 2,672 ↗ 1,727 ↗ 10,128 ↗ 2,155 →

秋 田 69,100 → 8,820 ↗ 380 ↗ 429 ↗ 5,279 ↘ 1,172 → 165 → 8,610 → 3,714 →

山 形 52,700 → 4,715 → 373 → 119 → 5,236 ↗ 1,115 → 85 ↘ 4,621 → 3,620 ↘

福 島 51,900 → 382 → 82 ↗ 13 ↘ 12,631 → 1,078 → 291 ↗ 786 ↘ 5,408 →

茨 城 58,300 → 987 → 452 ↗ 59 ↗ 14,375 ↗ 603 → 4,221 ↗ 592 ↘ 207 →

栃 木 46,100 ↘ 1,807 → 44 ↗ 1,448 ↗ 15,716 ↘ 2,012 ↗ 6,855 → 635 ↗ 1,384 ↗

群 馬 12,400 → 1,439 → 0 → 372 → 1,575 → 584 → 2,112 → 114 ↘ 111 →

埼 玉 27,400 → 166 ↗ 45 ↗ 851 → 3,771 ↘ 136 ↗ 2,050 ↗ 393 ↗ 92 →

千 葉 45,500 → 1,444 ↗ 12 ↗ 131 ↗ 10,706 → 1,129 ↗ 435 ↗ 273 ↘ 706 →

東 京 115 → - - - - - - - - - - - - - - - -

神奈川 2,880 → - - - - - - 11 → 0 → 3 ↘ 7 ↘ - -

新 潟 99,900 → 7,627 ↗ 1,513 ↗ 2,285 ↘ 4,578 ↘ 433 ↗ 125 ↗ 3,907 ↗ 4,558 ↗

富 山 31,300 → 1,166 ↗ 363 ↗ 249 ↗ 2,149 → 457 → 3,047 → 3,751 ↗ 2,393 →

石 川 20,700 → 448 → 43 → 378 → 1,767 ↘ 109 → 1,017 ↗ 977 → 1,488 →

福 井 21,600 → 273 ↗ 141 ↗ 192 ↗ 2,078 ↘ 121 ↗ 5,023 ↗ 108 ↗ 1,257 →

山 梨 4,690 → 67 → - - 28 → 21 ↗ 16 ↗ 63 → 101 ↘ - -

長 野 29,800 → 631 ↗ 174 ↗ 24 → 512 ↘ 245 ↘ 2,552 ↘ 646 → 232 →

岐 阜 20,000 → 493 → 19 ↘ 58 → 3,712 → 252 ↗ 3,590 ↗ 365 ↗ 94 →

静 岡 15,000 → 79 ↗ 1 → 6 ↗ 1,191 ↘ 317 ↘ 241 → 51 ↘ 4 →

愛 知 25,200 → 448 → 44 → 53 → 2,450 → 179 ↘ 5,280 ↗ 251 ↘ 165 →

三 重 25,200 → 171 → 33 → 95 → 2,497 → 284 → 6,880 → 163 → 53 ↗

（注１）　主食用米、戦略作物及び備蓄米の「５年産意向（対前年実績）」は、４年産実績と比較し、「↗：増加傾向」（１％超増加）、「→：前年並み」（増減１％以内）、「↘：減少傾向」（１％超減少）で分類。

（注２）　主食用米の「４年産実績」は、４年12月統計部公表の主食用作付面積。

（注３）　加工用米、新市場開拓用米、米粉用米、飼料用米、WCS用稲の「４年産実績」は、取組計画認定面積。麦・大豆の「４年産実績」は、地方農政局等が都道府県再生協議会等に聞き取った面積（基幹作）。

（注４）　備蓄米の「４年産実績」は、地域農業再生協議会が把握した面積。

５年産意向
（対前年実績）

都道
府県

主食用米 戦略作物 備蓄米

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

加工用米 新市場開拓用米
（輸出用米等）

米粉用米 飼料用米 ＷＣＳ用稲
(稲発酵粗飼料用稲)

麦 大 豆
４年産実績
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水田における作付意向について（令和５年産第１回中間的取組状況（令和５年１月末時点））③

（ha）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

滋 賀 27,700 → 685 → 209 ↗ 56 ↗ 2,090 → 293 ↘ 7,851 → 465 ↗ 266 ↘

京 都 13,400 ↘ 564 ↗ 22 ↗ 10 ↗ 140 ↗ 135 ↗ 281 ↗ 282 ↗ - -

大 阪 4,540 ↘ 0 → - - 5 → 6 → - - 2 → 7 → - -

兵 庫 32,800 → 707 → 190 → 35 ↗ 761 ↗ 940 → 1,874 ↗ 1,713 → - -

奈 良 8,350 → 14 → - - 45 → 64 → 39 → 61 → 24 → - -

和歌山 5,980 → - - - - 1 → 3 → 3 ↗ 4 ↘ 13 ↘ - -

鳥 取 12,000 → 22 → 20 → 1 → 837 → 365 → 65 → 612 → 79 →

島 根 16,100 ↘ 294 ↘ 2 → 6 ↗ 866 → 630 ↗ 261 ↗ 607 → 26 →

岡 山 27,100 → 308 → 158 → 131 → 2,002 → 415 ↗ 1,189 ↘ 1,163 ↘ 178 →

広 島 21,100 ↘ 351 → 25 → 129 ↘ 518 → 614 ↗ 315 ↗ 249 ↗ 4 →

山 口 16,600 → 979 → 65 → 38 → 1,109 → 347 ↗ 703 ↗ 825 → - -

徳 島 9,640 ↘ 20 → 40 ↗ 11 → 1,017 ↗ 227 → 54 ↗ 8 → 245 ↗

香 川 10,800 ↘ 47 ↗ 5 ↗ 8 ↘ 162 ↗ 172 ↗ 1,255 ↗ 60 ↘ 41 ↘

愛 媛 13,000 → 29 ↗ - - 6 → 299 ↗ 184 ↗ 432 → 344 ↗ - -

高 知 10,600 → 78 → 5 ↘ 22 → 1,079 → 284 → 5 → 63 → 2 →

福 岡 32,800 → 224 ↘ 9 ↗ 334 ↗ 2,482 → 1,837 ↗ 1,178 ↗ 7,806 ↗ 14 ↗

佐 賀 22,300 → 397 → 5 → 35 → 821 → 2,000 → 2,275 ↘ 5,474 ↗ 43 →

長 崎 10,400 ↘ 7 → 5 → 5 → 121 → 1,384 → 98 ↘ 285 ↗ - -

熊 本 30,200 ↘ 668 → 19 → 359 → 1,672 → 8,519 → 784 → 2,127 ↗ 45 →

大 分 18,800 ↘ 114 ↗ - ↗ 16 → 1,802 → 2,589 → 612 ↗ 1,338 ↘ 18 →

宮 崎 13,400 → 1,909 → 23 → 17 ↗ 687 ↗ 6,933 → 18 ↗ 221 ↘ - -

鹿児島 16,600 ↘ 1,432 → 1 → 14 → 835 ↗ 3,667 → 72 ↗ 325 → - -

沖 縄 604 → 33 → - - 2 → 1 → 12 → - - - - - -

（注１）　主食用米、戦略作物及び備蓄米の「５年産意向（対前年実績）」は、４年産実績と比較し、「↗：増加傾向」（１％超増加）、「→：前年並み」（増減１％以内）、「↘：減少傾向」（１％超減少）で分類。

（注２）　主食用米の「４年産実績」は、４年12月統計部公表の主食用作付面積。

（注３）　加工用米、新市場開拓用米、米粉用米、飼料用米、WCS用稲の「４年産実績」は、取組計画認定面積。麦・大豆の「４年産実績」は、地方農政局等が都道府県再生協議会等に聞き取った面積（基幹作）。

（注４）　備蓄米の「４年産実績」は、地域農業再生協議会が把握した面積。

都道
府県

主食用米 戦略作物 備蓄米

４年産実績
５年産意向
（対前年実績）

加工用米 新市場開拓用米
（輸出用米等）

米粉用米 飼料用米 ＷＣＳ用稲
(稲発酵粗飼料用稲)

麦 大 豆
４年産実績

５年産意向
（対前年実績）
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令和4年産水稲の作付面積及び収穫量(令和4年12月9日統計部公表)

〇令和４年産水稲の作付面積(子実用)は19万8,200haで、うち主食用米作付面積は、17万3,500haとなった。

〇また、収穫量(子実用)は107万2,000tで、うち主食用の収穫量は93万8,800tとなった。

〇農家等が使用しているふるい目幅ベースの10a当たり収量は518kgで、作況指数は100となった。

【県別10a当たり収量及び作況指数】
〈農家等が使用しているふるい目幅ベース〉

【水稲の年次別推移(北陸)】

３２

325

福井県
481kg
(99)

石川県
515kg
(101)

富山県
523kg
(101)

新潟県
525kg
(99)

北 陸
518kg

(作況指数100)

新潟県 富山県 石川県 福井県

1.85mm 1.90mm 1.85mm 1.90mm

（参考）算出に用いるふるい目幅

資料:「令和4年12月9日北陸農政局農林水産統計」より抜粋

（参考２）

子実用

ha ha kg t ha t

平成29年産 212,500 204,100 529 1,079,000 180,100 952,100 98
30 212,700 205,600 533 1,096,000 184,800 985,300 98

令和元 212,800 206,500 540 1,115,000 186,400 1,007,000 101
2 212,300 206,400 550 1,135,000 185,900 1,021,000 102
3 211,500 201,800 531 1,072,000 177,900 944,600 97
4 209,900 198,200 541 1,072,000 173,500 938,800 100

対前年差 △1600 △3600 10 0 △4400 △5800 3
うち、新潟県 121100 116000 544 631,000 99900 543500 99

富山県 38,100 35,500 556 197,400 31,300 174,000 101
石川県 24,900 23,100 532 122,900 20,700 110,100 101
福井県 25,700 23,500 515 121,000 21,600 111,200 99

作況指数年産
作付面積

(青刈り面積
を含む)

10a当たり
収量

(1.70mm)

収穫量
(子実用)

主食用作付
面積

収穫量(主
食用)



水稲面積のうち非主食用米が占める割合（全国との対比）

３３

（参考３）

○北陸管内の４年産全水稲作付面積は、全国の１割強だが、「米粉用米」作付面積は全国の３割強を占めている。

【令和３年産（実績）】 単位：ha

全水稲 計(非主食用) 加工用米
新市場開拓用米

（輸出用米）
飼料用米 米粉用米 備蓄用米

作付面積 1,403,000 214,200 47,641 6,748 115,744 7,632 36,435

非食用米の割合 15.3% 3.4% 0.5% 8.2% 0.5% 2.6%

作付面積 201,800 25,104 6,910 1,973 4,794 2,109 9,318

非食用米の割合 12.4% 3.4% 1.0% 2.4% 1.0% 4.6%

全国対比 14.4% 11.72% 14.5% 29.2% 4.1% 27.6% 25.6%

【令和４年産（実績）】 単位：ha

全水稲 計(非主食用) 加工用米
新市場開拓用米

（輸出用米）
飼料用米 米粉用米 備蓄用米

作付面積 1,355,000 243,971 49,786 7,248 142,055 8,403 36,479

非食用米の割合 18.0% 3.7% 0.5% 10.5% 0.6% 2.7%

作付面積 198,200 34,946 9,514 2,060 10,572 3,104 9,696

非食用米の割合 17.6% 4.8% 1.0% 5.3% 1.6% 4.9%

全国対比 14.6% 14.3% 19.1% 28.4% 7.4% 36.9% 26.6%

作付面積 116,000 20,561 7,627 1,513 4,578 2,285 4,558

非食用米の割合 17.7% 6.6% 1.3% 3.9% 2.0% 3.9%

全国対比 8.6% 8.4% 15.3% 20.9% 3.2% 27.2% 12.5%

作付面積 35,500 6,320 1,166 363 2,149 249 2,393

非食用米の割合 17.8% 3.3% 1.0% 6.1% 0.7% 6.7%

全国対比 2.6% 2.6% 2.3% 5.0% 1.5% 3.0% 6.6%

作付面積 23,100 5,029 448 43 1,767 378 2,393

非食用米の割合 21.8% 1.9% 0.2% 7.6% 1.6% 10.4%

全国対比 1.7% 2.1% 0.9% 0.6% 1.2% 4.5% 6.6%

作付面積 23,500 3,941 273 141 2,078 192 1,257

非食用米の割合 16.8% 1.2% 0.6% 8.8% 0.8% 5.3%

全国対比 1.7% 1.6% 0.5% 1.9% 1.5% 2.3% 3.4%

新潟県

富山県

石川県

福井県

全国

北陸

全国

北陸



令和４年産の水田における北陸管内の作付状況（令和４年９月15日時点）

３４

（参考４）

(ha)

飼料用米

WCS用稲

米粉用米
新市場

開拓用米
(輸出用米等)

その他

３年産 130.3万 47,641 115,744 44,248 7,632 6,748 124 101,760 85,484 72,917 28,210 752 511,260 36,435

４年産 125.1万 49,786 142,055 48,404 8,403 7,248 92 106,275 88,568 70,380 27,898 679 549,788 36,479

差 ▲5.2万 2,145 26,311 4,156 771 500 ▲ 32 4,515 3,084 ▲ 2,537 ▲ 312 ▲ 73 38,528 44

３年産 101,800 9,046 8,599 1,049 2,869 2,150 - 8,797 8,201 640 1,634 - 42,985 9,537

４年産 99,900 9,514 10,572 1,120 3,104 2,060 - 9,212 8,743 662 1,657 - 46,644 9,696

差 ▲1,900 468 1,973 71 235 ▲ 90 - 415 542 22 23 - 3,659 159

３年産 101,800 7,097 3,768 400 2,145 1,497 0 139 3,745 297 776 - 19,864 4,529

４年産 99,900 7,627 4,578 433 2,285 1,513 1 125 3,907 289 792 - 21,550 4,558

差 ▲1,900 530 810 33 140 16 1 ▲ 14 162 ▲ 8 16 - 1,686 29

３年産 32,200 1,215 1,952 453 178 416 - 2,999 3,446 273 229 15 11,176 2,271

４年産 31,300 1,166 2,149 457 249 363 - 3,047 3,751 303 225 13 11,723 2,393

差 ▲900 ▲ 49 197 4 71 ▲ 53 - 48 305 30 ▲ 4 ▲ 2 547 122

３年産 21,400 386 1,389 99 350 81 - 927 896 26 144 0 4,298 1,486

４年産 20,700 448 1,767 109 378 43 - 1,017 977 25 164 - 4,928 1,488

差 ▲700 62 378 10 28 ▲ 38 - 90 81 ▲ 1 20 - 630 2

３年産 22,500 348 1,490 97 196 156 - 4,732 114 44 485 - 7,662 1,251

４年産 21,600 273 2,078 121 192 141 - 5,023 108 45 476 - 8,457 1,257

差 ▲900 ▲ 75 588 24 ▲ 4 ▲ 15 - 291 ▲ 6 1 ▲ 9 - 795 6

全国

新潟県

富山県

石川県

福井県

北陸

都道府県

戦略作物等

主食用米 備蓄米
麦 大豆 そば加工用米

戦略作物等
合計面積

新規需要米

飼料作物 なたね
稲発酵

粗飼料稲

※主食用米は統計部公表の都道府県別の主食用米面積
※加工用米及び新規需要米は取組計画の認定面積で、備蓄米は地域農業再生協議会が把握した面積。
※麦、大豆、飼料作物、そば、なたねは地方農政局等が度道府県農業再生協議会等に聞き取った面積(基幹作)。



主食用米の販売価格の動向

○ 主食用米の販売価格は長期的に低下傾向で推移。Ｈ２７年産からＲ元年産までは堅調であったが、Ｒ２年産
からは低下傾向。

【米の販売価格の推移】

資料：（財）全国米穀取引・価格形成センター入札結果、農林水産省「米穀の取引に関する報告」
注１：平成２～17年産までは（財）全国米穀取引・価格形成センター入札結果を元に作成。
注２：平成18年産以降は出回り～翌年10月（令和元年産は令和2年6月まで）の相対取引価格の

平均値 。
注３：センター価格は、銘柄ごとの落札数量で加重平均した価格であり、相対取引価格は、銘柄ごとの

前年産検査数量ウェイトで加重平均した価格である。
注４：R4年産は出回りからR5.1月までの価格

（円/60kg）

（年産）

３５

（参考５）

21,600 

22,726 22,813 

23,607 

22,213 

21,017 20,751 

18,717 

19,645 

17,961 

17,096 17,293 17,171 

22,296 

16,660 
16,048 

15,203 

14,164 

15,146 
14,470 

12,711 

15,215 

16,501 

14,341 

11,967 

13,175 
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14,529 

12,804 
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対前年
同月差

対前年
同月比

対前年
同月差

対前年
同月比

対前年
同月差

対前年
同月比

対前年
同月差

対前年
同月比

① ② ③ ④=③-① ⑤=③/① ⑥ ⑦=⑥-② ⑧=⑥/② ① ② ③ ④=③-① ⑤=③/① ⑥ ⑦=⑥-② ⑧=⑥/②
（千玄米トン） （千玄米トン） （千玄米トン） （千玄米トン） （％） （千玄米トン） （千玄米トン） （％） （千玄米トン） （千玄米トン） （千玄米トン） （千玄米トン） （％） （千玄米トン） （千玄米トン） （％）

北 海 道 404.3 383.2 341.9 ▲ 62.5 ▲ 15.4% 324.0 ▲ 59.2 ▲ 15.4% 滋 賀 60.9 57.4 59.3 ▲ 1.6 ▲ 2.6% 53.9 ▲ 3.5 ▲ 6.2%

青 森 168.9 151.9 147.1 ▲ 21.9 ▲ 12.9% 141.8 ▲ 10.1 ▲ 6.7% 京 都 12.4 11.2 12.3 ▲ 0.1 ▲ 1.1% 11.6 + 0.4 + 3.2%

岩 手 169.8 159.9 160.4 ▲ 9.5 ▲ 5.6% 146.7 ▲ 13.2 ▲ 8.3% 大 阪 2.0 1.7 2.6 + 0.5 + 25.2% 2.3 + 0.7 + 40.2%

宮 城 206.9 201.7 178.5 ▲ 28.4 ▲ 13.7% 172.0 ▲ 29.7 ▲ 14.7% 兵 庫 41.2 38.5 49.5 + 8.3 + 20.2% 40.8 + 2.3 + 5.9%

秋 田 296.5 276.3 255.8 ▲ 40.8 ▲ 13.8% 230.5 ▲ 45.9 ▲ 16.6% 奈 良 9.8 9.1 12.4 + 2.6 + 26.2% 11.7 + 2.6 + 28.2%

山 形 217.2 200.4 196.5 ▲ 20.7 ▲ 9.5% 180.6 ▲ 19.9 ▲ 9.9% 和 歌 山 1.0 1.0 2.4 + 1.3 + 128.5% 2.6 + 1.6 + 167.1%

福 島 191.4 174.5 168.9 ▲ 22.5 ▲ 11.7% 156.9 ▲ 17.6 ▲ 10.1% 鳥 取 29.6 33.5 29.8 + 0.2 + 0.8% 29.1 ▲ 4.4 ▲ 13.1%

茨 城 143.8 133.4 140.4 ▲ 3.4 ▲ 2.4% 130.8 ▲ 2.6 ▲ 2.0% 島 根 30.6 29.8 31.3 + 0.7 + 2.4% 29.8 ▲ 0.1 ▲ 0.2%

栃 木 195.9 183.9 167.3 ▲ 28.6 ▲ 14.6% 156.5 ▲ 27.4 ▲ 14.9% 岡 山 42.1 43.2 43.4 + 1.3 + 3.1% 42.5 ▲ 0.7 ▲ 1.6%

群 馬 27.9 24.1 29.2 + 1.3 + 4.7% 29.8 + 5.7 + 23.7% 広 島 39.0 36.0 43.3 + 4.3 + 11.0% 40.1 + 4.1 + 11.4%

埼 玉 40.6 37.1 42.1 + 1.4 + 3.5% 40.0 + 2.9 + 7.8% 山 口 33.3 31.8 41.5 + 8.2 + 24.7% 38.9 + 7.1 + 22.2%

千 葉 89.2 80.0 70.4 ▲ 18.8 ▲ 21.1% 62.6 ▲ 17.4 ▲ 21.7% 徳 島 11.7 10.6 10.9 ▲ 0.8 ▲ 6.6% 9.6 ▲ 1.0 ▲ 9.3%

東 京 0.0 0.0 0.0 + 0.0 - 0.0 + 0.0 - 香 川 25.7 24.2 18.9 ▲ 6.8 ▲ 26.3% 17.5 ▲ 6.7 ▲ 27.5%

神 奈 川 2.0 1.7 2.5 + 0.5 + 27.1% 2.2 + 0.5 + 27.4% 愛 媛 12.4 11.5 16.1 + 3.7 + 29.7% 15.5 + 4.0 + 35.1%

山 梨 4.8 4.5 5.0 + 0.2 + 4.5% 4.7 + 0.3 + 5.6% 高 知 9.4 8.7 10.4 + 1.0 + 10.8% 9.7 + 0.9 + 10.8%

長 野 72.5 66.2 75.6 + 3.0 + 4.2% 68.2 + 2.0 + 3.0% 福 岡 68.7 64.4 73.8 + 5.1 + 7.5% 71.6 + 7.3 + 11.3%

静 岡 18.0 14.7 20.0 + 1.9 + 10.8% 17.0 + 2.3 + 15.4% 佐 賀 27.7 29.5 30.0 + 2.4 + 8.5% 31.1 + 1.6 + 5.3%

新 潟 266.7 241.4 266.2 ▲ 0.5 ▲ 0.2% 241.2 ▲ 0.2 ▲ 0.1% 長 崎 9.8 9.9 10.3 + 0.5 + 5.2% 10.0 + 0.1 + 1.5%

富 山 97.4 88.9 93.4 ▲ 4.0 ▲ 4.1% 86.0 ▲ 2.9 ▲ 3.3% 熊 本 49.4 46.8 52.2 + 2.8 + 5.7% 52.5 + 5.7 + 12.2%

石 川 67.3 61.1 67.6 + 0.3 + 0.5% 62.1 + 1.0 + 1.6% 大 分 20.6 19.3 22.0 + 1.4 + 7.0% 20.2 + 0.8 + 4.3%

福 井 59.3 54.0 55.1 ▲ 4.2 ▲ 7.0% 50.3 ▲ 3.7 ▲ 6.9% 宮 崎 13.9 14.2 15.7 + 1.8 + 13.2% 14.6 + 0.3 + 2.3%

岐 阜 29.5 27.5 33.9 + 4.4 + 14.9% 31.3 + 3.8 + 14.0% 鹿 児 島 22.5 22.0 25.6 + 3.0 + 13.4% 24.4 + 2.4 + 11.1%

愛 知 39.4 36.1 39.1 ▲ 0.3 ▲ 0.7% 37.7 + 1.6 + 4.3% 沖 縄 0.3 0.2 0.2 ▲ 0.1 ▲ 26.0% 0.2 ▲ 0.1 ▲ 24.5%

三 重 38.6 36.1 38.8 + 0.1 + 0.4% 35.3 ▲ 0.9 ▲ 2.4% 全 国 349万㌧ 326万㌧ 328万㌧ ▲21万㌧ ▲ 5.9% 306万㌧ ▲20万㌧ ▲ 6.1%

４年
12月

５年
１月

３年
12月

４年
１月

４年
12月

５年
１月

３年
12月

４年
１月

（単位：千玄米トン）

産地別民間在庫の状況（令和５年１月）

資料：農林水産省「米穀の取引に関する報告」
注：１ 水稲うるちもみ及び水稲うるち玄米（醸造用玄米を含む。）の月末在庫量（玄米換算）の値である。

２ 報告対象業者は、全農、道県経済連、県単一農協、道県出荷団体（年間の玄米仕入数量が5,000トン以上）、出荷業者（年間の玄米仕入量が500トン以上）、
米穀の販売の事業を行う者（年間の玄米仕入量が4,000トン以上）である。
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（参考６）
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３７

千玄米ﾄﾝ 千玄米ﾄﾝ

千玄米ﾄﾝ 千玄米ﾄﾝ

（参考７）


